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令 和 ８ 年 度 事 業 計 画 

 

   

はじめに 

 

地域建設業は、地域の社会資本整備や維持管理だけでなく、災害発生時には最

前線で災害対応を担う「地域の守り手」であるとともに、県民の生活や地域経済・雇

用の下支えをする地域の基幹産業としての重要な役割も担っているが、近年の資

機材価格の高騰や人件費の上昇等の影響により、実質事業量は目減りしており、経

営環境は一段と厳しさを増している。 

こうした状況の中、7 年度は 6 月に事業規模概ね 20 兆円強とする「第 1 次国土

強靭化実施中期計画」が策定されるとともに、12 月には改正担い手 3 法が全面施

行され、下請けまで労務費を行き渡らせるための仕組みが構築された。 

建設業を取り巻く環境は新たな段階を迎えたが、本県建設業が今後も社会的使

命や役割を持続的に果たしていくため、長崎県建設業協会は 8 年度、以下の事業

活動を展開することとする。 

 

１．公共事業の安定的・持続的な予算確保と会員企業の経営安定 

（1）国の公共事業予算（案） 

第 1 次国土強靭化実施中期計画は、計画期間として令和 8 年度から 12 年度、 

事業規模として概ね 20 兆円強とされた。昨年 11 月には計画に係る公共事業関

係費として 1 兆 5,500 億円が計上され、前の 5 か年加速化対策の最終年度と比

べても約 3 割増加した。 

これを受けた整備局の補助＋交付金の配分でも、九州全体の伸びが２．５％に

とどまる中で本県は１５％を超える大きな伸びとなった。 

一方、令和 8 年度の政府全体の公共事業関係予算（案）は、前年度当初予算

から 220 億円増の 6 兆 1078 億円にとどまっている。 

国の公共事業当初予算は、下表のとおり平成 26 年度以降ほとんど伸びがなく、

資材価格や労務費の高騰が続く中で発注件数は減少傾向が続いており、これは

県の当初予算にも影響している。海や山、急傾斜地や離島・半島に囲まれた本県

は、まだまだインフラ整備が遅れており、全建や九建協などの活動を通じて、国の

当初予算の公共事業費増額確保にも努めてまいりたい。 
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（2）長崎県の公共事業予算 

県の当初予算は、2 月の知事選挙の関係で公共事業費も骨格予算となり、上

半期までの所要見込額（継続分のみ）として、前年度の 6 割弱にあたる 433 億円

が計上されている。6 月議会で公共事業費も肉付けがなされると見込まれるため、

現時点での評価は難しい。一方、昨年末の国の補正を受けた県の補正予算では、

公共事業費全体で、前年度を約２１％上回る 463 億７５百万円の大型補正となっ

た。これらの補正予算は、7 年度中に発注されるものもあるが、予算執行の大部

分は 8 年度になる。これらの補正予算が 8 年度予算の肉付けがなされるまで、安

定的・持続的な工事発注に大きく寄与するものと考える。 

 

（３）会員企業の利益確保と経営安定 

西日本建設業保証（株）が調査した「建設業の経営指標」によると、県内建設業

の完工高営業利益率は（令和 6 年度）は、総平均で１．４０％と前年度の２．０６％

から大きく低下した。特に小規模事業者では、営業赤字が大きく拡大しており、7

年度は小規模会員事業者の廃業・脱退も多かった。当会はかねてより小規模工

事の歩掛り改善を訴えており、国においては改善の動きもみられるが、引き続き

小規模工事の実態に見合った歩掛りの改善やＩＣＴ／ＤＸ技術の普及促進による

生産性向上など、会員全体の利益につながる取組みを強化してまいりたい。 
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２．働き方改革の推進などによる職場環境の整備と処遇改善 

（1）県内建設業の働き方改革の着実な進展に向けた取組み 

     少子化の進展により、本県建設業界も人材不足の状況が続いている。昨年当

会が会員企業対象に実施した採用状況調査では、中途採用者の１５％が外国人

採用となっており、令和９年度から新たな育成就労制度が始まる中で、外国人労

働者の働かせ方や労働環境の整備も重要になってくる。 

また、時間外労働の罰則付き上限規制については、行き過ぎた上限規制を見

直す動きもあるが、ＩＣＴ／ＤＸの推進や働き方改革、女性の活用などにより、生

産性向上を進めることが肝要である。 

   県においても、当会が要望を続けてきた電子契約が本年１月から試行導入され

た。県南地区の長崎・県央・島原の３振興局が統合されて県南振興局としてスタ

ートする令和９年度には本格実施の予定であり、受注企業にとっては大きな省力

化になる。 

当会が推奨している情報共有システム電納 Asper も、普及に向けた当会の努

力により、県に続き長崎市や佐世保市でも本格導入された。他の市町村への普

及促進を引き続き図ってまいりたい。また、当会土木委員会や青年部、技士会と

一体となった工事書類の削減などの取組みも、７年度に精力的な協議が進めら

れ、「土木工事書類スリム化の手引き」がこのほど取りまとめられたところである。

今後も生産性の向上・省力化の取組みを強化してまいりたい。 

 

(2)会員企業の処遇改善 

当会の要望により令和５年度から実現した県発注工事の最低制限価格引き上

げに際し、アクションプランとして示した項目のうち、３年間で５％以上の給与引き

上げは、直近の会員企業調査によると、３年間で７％を超える伸び率（速報値）と

なり、目標値を達成した。会員企業皆様のご努力に心から感謝申し上げます。  

 他産業でも依然として処遇改善の傾向は続いており、当会としても給与アップ

の流れは今後も進めてまいりたい。 

 

（３）猛暑時の働き方について 

また、昨年夏の猛暑の中で、熱中症対策が大きな問題となり、国は昨年 12 月、

猛暑期間・時間の作業回避や猛暑対策に必要な経費等の確保を柱とする「猛暑

対策サポートパッケージ」を公表した。しかし、当会がかねてから訴えてきた夏場

の現場実態を踏まえた歩掛りの改善はまだ道半ばであり、猛暑期間・時間の作業

回避も、現実的には職員の働き方の問題などで難しい面がある。 
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一方県では、当会の訴えが実り、たとえ現場で熱中症が疑われる事例が発生し

たとしても、作業環境に不備がなければ工事事故扱いとはしない方針を確認した

ところである。 

8 年度も、全建や九建協の活動を通じて、国や県との課題解決に引き続き努め

てまいりたい。 

 

３．地域建設業の経営基盤強化（第 3 次担い手 3 法の適切な運用）と 

  技術力・災害対応力の向上 

（1）労務費に関する基準の本格運用について 

    昨年１２月、第 3 次担い手 3 法が全面施行され、労働者の処遇改善を図るた

め、「労務費に関する基準（＝標準労務費）」が本格的に運用されることとなった。 

 建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も長いといった課題を抱えており、

労働者の処遇改善の取組みを進めることはたいへん重要である。 

具体的には、適正な労務費の行き渡りのため、著しく低い労務費による見積も

りは禁止となり、特に国発注工事では、労務費の内訳を書かない見積書は４月か

ら無効とされるほか、元請けが下請けに発注する際には、設計労務費の９７％を

確保することが求められ、これを正当な理由なく著しく下回る場合には、建設Ｇメ

ンの調査が入る場合もあるとされている。 

しかしながら、標準労務費が適切に運用されるためには、予定価格の９２％近

辺で落札する元請け企業に過度な負担が生じない仕組みの導入や最低制限価

格の引き上げも必要と考えられる。 

当面手探りの状況が見込まれるが、全建や九建協などとも連携して、実態を踏

まえた国への要望などを強化してまいりたい。 

 

（２）防災拠点としての危機管理システムの運用について 

    昨年度、防災拠点としての緊急連絡用本部支部危機管理システム（テレビ会議

システム）を構築したが、本県では近年大規模自然災害は発生しておらず、まだ

システムを活用した事例はない。しかし、いつ発生するかわからない大規模自然

災害や家畜伝染病に対して、いつでも対応できる態勢を構築しておくことは重要

であり、8 年度も本部・支部が一体となって実践訓練を行うこととしたい。 

 

（３）創意・工夫コンテストの開催について 

会員企業の技術力並びに品質・安全管理等の向上とともに、若手技術者のプ

レゼンテーション能力向上のために行ってきた「創意・工夫コンテスト」は、応募事

例の質の向上のため、７年度から隔年開催とし、８年度は開催する年にあたる。 
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本年７月の開催に向け、会員企業には既に募集のお願いを行っており、質の高

い、 多くの応募を期待したい。優れた事例は全建の「技術研究発表会」にも応募

しており、会員企業の技術力を高めることは、生産性向上や収益力向上にもつな

がることを念頭においてしっかりと取組んでいくこととする。 

 

４．建設業人材確保の推進 

（１）高等学校との連携強化について 

令和 5 年度に締結した県立工業高等学校との連携協定を踏まえ、６年度から、

長崎支部青年部が中心となって長崎工業高等学校において、測量実習、ドローン

実習、施工図実習などの出前講座を継続して実施している。7 年度には、島原支

部青年部が中心となって島原工業高等学校との出前講座も開始された。それぞ

れの生徒アンケートでは、たいへん好評を博しており、高校生が先生以外の社会

人に接する第一歩としての役割を果たすとともに、建設業を身近な就職先として

意識していただく効果も現れている。今後も、他の工業高校にも出前講座の機会

を広げていけるよう、関係者の協議を進めるとともに、例年 12 月頃に開催してい

る工業高校教諭と会員企業との意見交換会についても、できるだけ多くの会員が

参加できるよう努めてまいりたい。 

入職に直接結びつきやすい高校生の現場実習については、あっせんが容易な

土木工事の現場が主体であったが、学校側からの要望を踏まえ、民間工事も含

めた建築工事の現場にも本格的に拡大し、７年度は島原工業高校建築科３３名や

佐世保工業高等学校建築科２０名を、初めて会員企業の民間受注も含めた建築

現場で受け入れを行った。８年度も、会員企業のご協力をいただきながら、現場

実習の拡大に努めたい。さらに、県内大学生の県内建設業への入職促進を図る

ため、長崎大学工学部や長崎総合科学大学学生を対象とした現場見学会やイン

ターンシップ受入れなどについても協議を開始したところであり、積極的な対応を

進めてまいりたい。 

 

（２）外国人労働者について 

本県建設業分野での外国人労働者数については、長崎労働局の直近の公表

値で前年度から２０％以上増加し、初めて千人を突破した。いよいよ令和 9 年度

には、現在の技能実習に代わる育成就労制度が施行される。新しい育成就労制

度では、一定の条件のもとに、技能実習では認められていなかった転籍が可能と

なるなど、地方の建設業には少なからず影響を及ぼすことが確実である。 

地方の建設業分野でも担い手不足が顕著な中、外国人採用は避けて通れない

道であり、7 年度に外国人材を多く活用している会員企業をお招きして県と共同
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で開催した「次世代建設企業経営者向け意識改革セミナー」はたいへん好評であ 

った。8 年度もセミナーの開催や情報提供等、会員企業の理解促進につなげられ

るような取組みを進めてまいりたい。 

 

５．広報体制の充実・強化 

（１）協会広報誌の制作・発行について 

     九州・沖縄各県建設業協会のうち約半数の県では、協会の広報誌を作成・発

行している。九州以外の各地域でも相当多くの県で広報誌が作成・配布されてい

る。 

広報誌は、関係機関への配布のほか、ホームページにも公開するなどして、協

会の活動内容やその役割を県民に広く周知を図るとともに、継続して発行するこ

とで、協会の活動記録を紙媒体で保存でき、後世に記録として残す重要な役割も

ある。 

そこで当会でも、8 年度から当面年 2 回発行を目標に、本部の活動や各支部

の活動、国や県、労働局や高等学校など関係機関との活動を記事化し、広報誌を

発行することとしたい。なお、広報誌にはできるだけ多くの関係機関から広告をい

ただき、所要経費を縮減することにも努めてまいりたい。 

 

６．その他事業の実施、行事の開催・参加 

     当協会における総会、常任理事会、理事会、各種委員会の開催 

全国建設業協会、九州建設業協会、全国建産連、建退共、建設業振興基金、 

建設業福祉共済団、西日本建設業保証などにおける諸活動 

なお、6 年度から 2 年間にわたる九州建設業協会会長県としての活動は、4 月

の会長会議をもって次期会長県に引継ぎとなる。 

一方、8 年度は 9 月 29 日に全国建産連の会長会議が本県で開催される。こ

の会議には、本省や整備局、各県建産連会長など多くの方々が来県される。当会

も本県建産連の構成団体かつ会長団体としてしっかりと対応してまいりたい。 


